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１． 15 年 2月期の連結業績（平成14 年 3 月 1 日～平成15 年 2 月 28日）
(1)連結経営成績                                      （記載金額は百万円未満を切り捨て表示）

売 上 高    営業利益 経常利益

15年 2月期
14年 2月期

百万円　　　％

          297,614（ △4.2）

          310,624（   1.0）

百万円　　　％

            8,348（ 　0.3）

            8,325（   9.7）

百万円　　　％

            7,328（   3.5）

            7,082（  14.1）

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

15年 2月期
14年 2月期

百万円　　　％

        2,373（ △3.3）

        2,454（ 259.3）

　円　銭

   30  94

   34  39

　円　銭

   29  47

   30  56

％

   4.4

   5.0

％

　　 3.2

　　 3.0

％

　　 2.5

　　 2.3

(注)①持分法投資損益           15 年 2 月期             201 百万円　　14 年 2 月期         122 百万円
    ②期中平均株式数（連結）   15 年 2 月期          76,718,190 株　　14 年 2 月期      71,365,687 株
    ③会計処理の方法の変更　　　 無
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総 資 産     株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

15年 2月期
14年 2月期

百万円

         222,541

         230,561

百万円

          55,209

          52,916

％

         24.8

         23.0

円　　銭

         717    59

         702    98

(注) 期末発行済株式数（連結）  15 年 2 月期          76,937,886 株　　14 年 2 月期      75,274,045 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営業活動による        
キャッシュ･フロー

投資活動による        
キャッシュ･フロー

財務活動による        
キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高        

15 年 2月期
14年 2月期

百万円

           10,788

           11,344

百万円

          △7,162

            △705

百万円

              450

         △14,464

百万円

           16,825

           12,750

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　　 16 社　　持分法適用非連結子会社数　　　　0 社　　持分法適用関連会社数　　　4 社
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　(新規)　　　  1 社　(除外)　　　4 社　　　　持分法　(新規)　　　1 社　(除外)　　　0社

２．16年 2月期の連結業績予想（平成15年 3月 1 日～平成16年 2月 29日)

売 上 高 営 業 利 益       経 常 利 益 当期純利益

中間期
通  期

百万円

           142,000

           294,000

百万円

             4,050

             8,500

百万円

             3,400

             7,500

百万円

               650

             2,400

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 31 円 19 銭

(注)上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、予測を含んで記載しております。実際の業績は、今後様々

な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。

なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の 6ページを参照してください。
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企業集団の状況

　      当社の企業集団（パルコネットワーク）は、当社、子会社 16社及び関連会社 4社で構成されており、主な事業
      内容と会社名及び会社数は次のとおりであります。

主な事業内容 会　　　社　　　名 会 社 数
ディベロッパー事業

  ショッピングセンターの
  開発、経営、管理、運営

当　　社

＜子会社＞

PARCO  (SINGAPORE)  PTE  LTD
SEIYO  INVESTMENT (S)  PTE  LTD
STRAITS  PARCO  RETAIL  MANAGEMENT  PTE  LTD

他関連会社2社

当　社

子会社  3社
関連会社2社

専門店事業

  衣料品、雑貨等の販売
  書籍の販売
  ＣＤ等の販売
  飲食店の経営

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱アクロス

㈱リブロ

㈱ウェィヴ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

㈱ジェイフーズ

他子会社2社
子会社 8社

総合空間事業

  内装工事の設計及び施工
  清掃、保安警備、設備保全等の
ビルメンテナンス

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社1社 子会社  2社

カルチャー＆ＩＴ等事業

  インターネットを利用した情報提供
  カルチャースクール等の経営
  ホテルの経営
   

＜子会社＞

㈱パルコ・シティ

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱クレストンホテル

他関連会社2社

子会社   3社
関連会社2社
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       以上のパルコネットワークについての系統図は、次のとおりであります。

   

空間デザイン

内装工事

ビルメンテナンス

＜パルコネットワーク＞

当社

＜子会社＞

PARCO (SINGAPORE) PTE LTD
SEIYO INVESTMENT (S) PTE LTD
STRAITS PARCO RETAIL
         MANAGEMENT PTE LTD

他関連会社2 社

ディベロッパー事業

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱アクロス

㈱リブロ

㈱ウェィヴ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

㈱ジェイフーズ

他子会社 2 社

専門店事業

＜子会社＞

㈱パルコ・シティ

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱クレストンホテル

他関連会社2 社

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社 1 社

店舗内出店 店舗内出店

業務提携

総合空間事業

カルチャー＆ＩＴ等事業
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経　営　方　針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、「訪れる人々を楽しませ、テナントを成功に導く、先見的、独創的、かつホスピタリティ溢れる商

業空間の創造」を経営理念とし、ショッピングセンターの開発・運営を行っております。

この理念のもと、当社は企業価値の最大化のため「商業ディベロッパー」に経営資源を集中し、①「都市

型商業施設」の開発・運営をコアビジネスとした本業の強化、②ストック型からフロー型経営への転換を原則

とした効率経営の実現、③総資産、有利子負債の圧縮と収益力の強化による財務体質の改善を推進しておりま

す。

また、当社グループは、時代とマーケットの変化を的確に捉えフレキシブルに対応できる企業集団｢パルコ

ネットワーク｣を構成しております。パルコネットワークでは、当社を中心に、各社がそれぞれのマーケット

情報を掌握し、緊密かつ複合的に関連しながら、総体として、都市型商業施設の開発と運営を行い、企業集団

の価値を高めていくことを基本方針としております。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を最重要政策の一つと位置付け、効率的な業務遂行を通じて、収益力の

向上、財務体質の改善など経営基盤の強化に努め、安定的な配当を継続することを基本方針といたしておりま

す。

また、内部留保金につきましては、競争力を高め、安定した成長を継続するために設備投資を中心に営業

力強化のために活用してまいりたいと考えております。

なお、平成 14年 4月 24日開催の取締役会並びに平成 14 年 5月 25 日開催の定時株主総会において、当社
の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的とし、新株予約権の発行を決議いたしました。新株予

約権の発行内容等につきましては平成 14年 6月 28日開催の取締役会において決議し、同日、当社の取締役、
執行役員及び従業員 403名に対して新株予約権の権利付与を行いました。加えて、当期に 1,347 千株の自己株
式を取得いたしております。

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、投資家層の拡大を図るとともに、当社株式の流動性を高めていくことを経営上の重要課題と考え

ております。投資単位の引下げにつきましては、今後の市場状況、当社株価などを踏まえて検討してまいりま

す。

（４）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

当社の商業施設の開発力、運営力を高め、収益力の強化と事業規模の拡大を目指し、企業経営について透

明性の高いコーポレートガバナンス体制の構築及び迅速な業務執行を目指して、平成 14 年 3 月に以下の経営
構造の抜本的見直しを実施いたしました。

①取締役を 14名から 8 名に削減するとともに、業務執行機能を強化するため、執行役員制度を導入いたし
ました。

②「指名委員会」「報酬委員会」「特別諮問会議」の設置によるコーポレートガバナンスの確立、コンプラ

イアンス体制の強化を図ってまいりました。

③本部組織の事業部門、機能部門への再編による業務効率化、機能向上を図ってまいりました。

更に、意思決定・監督機能の分離を明確化し、当社のみならずパルコネットワーク各社を含め、透明性の

高いコーポレートガバナンス体制を確立すべく、来たる本年 5 月開催の定時株主総会決議を経て、改正商法の
規定に基づく「委員会等設置会社」へ移行する予定であります。これにより、パルコネットワークのガバナン

スの更なる強化と経営の透明性の向上を目指してまいります。

（５）その他、会社の経営上の重要な事項

厚木パルコ再編

当社は、より効率的な店舗運営による収益力強化を図るために、「厚木パルコ Due（デュエ）館」を閉
鎖し「厚木パルコ本館」に機能集約いたしました。この再編に伴い固定資産除却損・撤去費用が約 11 億円
発生いたしました。
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経営成績及び財政状態

（１）経営成績

①業績の概要

米国の景気回復の減速、不安定な国際情勢から世界経済の先行き不透明感が一層高まる中、当期における

わが国経済は、株価の下落、企業収益力の低下や失業率の高水準での推移など厳しい状況が続き、このような

様々な不安要素を背景として個人消費も低迷が続きました。小売業界に目を転じますと、デフレ傾向の進行に

伴い家計所得や雇用に対する消費者の不安感は依然根強く、消費マインドは僅かながら改善の兆しが見えたも

のの、回復するまでには至りませんでした。また、オーバーストアの状況が続く中、企業間の競合はますます

激化し、業績悪化に苦しむ企業が続出するなど、小売業界の厳しさは一段と増しております。

このような状況のもと、パルコネットワークにおきましては、各社本業に集中し営業の活性化、財務体質

の改善に努めてまいりました。

この結果、当期の連結業績は、売上高 2,976億 14百万円（前期比 95.8%）、営業利益 83億 48 百万円（前
期比 100.3%）、経常利益 73億 28百万円（前期比 103.5%）となりました。また、有価証券の売却や厚生年金
基金の代行部分返上による特別利益及び厚木パルコ再編に伴う固定資産除却損・撤去費用、財務の健全性を高

める観点から保有株式の減損等の特別損失を計上し、当期純利益は 23億 73百万円（前期比 96.7%）となりま
した。

②セグメント別の業績

＜ディベロッパー事業＞

当社は、「ストア by ストア」の方針に基づき、オペレーション体制やテナントメンテナンスなどのディベ
ロッパーとしての基本業務を再度徹底するとともに、積極的な改装による店舗の新陳代謝を推進してまいりま

した。

渋谷パルコでは、渋谷の街に新しい価値観と消費スタイルを提案する飲食と物販の複合ビル「ZERO GATE」
をスペイン坂入り口にオープンいたしました。また、平成 13 年より改装を推進してまいりましたパート 1 で
は、日本初登場・初業態の 12 ショップを含む改装を行うとともに、オープン以来初めて、メインエントラン
スの刷新を行いました。

札幌パルコでは、平成 13 年より着手している大型改装の一環として、札幌初のコミュニケーション型飲食
ゾーン「DINING PALETTE」をオープンいたしました。この「DINING PALETTE」は、夜 12 時まで営業
時間を延長するなど、昼夜を問わない新たな食のスタイルを提案いたしております。また、地下 2 階につきま
しても全面リニューアルするとともに、地下街からの導入通路を刷新いたしました。

これらをはじめとする当社における当期の改装規模は 460区画、約 44,500 ㎡、当該区画の売上高前期比は
118.4%となりました。
また、シンガポールにおきましても、小売業界の厳しさが増す中、当社が運営を受託しているパルコ・ブ

ギス・ジャンクションは積極的な改装の推進により、堅調に推移しております。

以上の結果、売上高は 2,468 億 10百万円（前期比 98.6％）、営業利益は 73億 69 百万円（前期比 107.0％）
となりました。

＜専門店事業＞

専門店事業におきましては、小売業界の環境が厳しい中、スクラップ&ビルドを中心とした事業基盤の強化、
経営の効率化を継続推進する一方、事業の再編を実施いたしました。

株式会社リブロは、前期に実施した不採算店舗の撤退を中心としたリストラ効果により、収益を改善いた

しました。

株式会社ウェィヴは、商品管理力の向上及び新規出店の推進により、事業基盤をより強固なものといたし

ました。

株式会社ジェイフーズは平成 14年 9月 1日に株式会社パルコフーズより丼専門店「丼八」を営業譲受し、
専業会社として営業開始いたしました。

株式会社パルコビューティーシステムズは、平成 15年 2月 28日に MBO（マネジメント・バイ・アウト）
を実施いたしました。

以上の結果、売上高は 517 億 70百万円（前期比 88.4％）、営業利益は 2 億 79百万円（前期比 51.9％）と
なりました。

＜総合空間事業＞

株式会社パルコスペースシステムズにおきましては、フラットな組織体制を構築するとともに、取締役会

の機能強化と経営意思決定・業務執行の迅速化による機動的営業を推進してまいりました結果、ビルマネジメ

ント事業は、メンテナンス契約の増加等により堅調に推移いたしました。一方、内装事業は、民間設備投資の

減少や受注競争の激化による価格の低下や受注の減少などにより、大変厳しい状況が続きました。

以上の結果、売上高は 269億 49百万円（前期比 78.6％）、営業利益は 2億 30百万円（前期比 51.0%）と
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　　　なりました。

＜カルチャー&ＩＴ等事業＞
ＩＴ事業につきましては、株式会社パルコ・ドット・ティーヴィーと株式会社パルコ・シティの 2 社で行
ってまいりました動画配信ビジネスとサイト運営企画・顧客運用ビジネスを、株式会社パルコ・シティに統合

いたしました。同社は動画コンテンツ制作、配信ノウハウを吸収して「ビジネス・インターネット・コンサル

ティング企業」として、多岐にわたる展開を目指してまいります。

以上の結果、売上高は 34 億 84 百万円（前期比 98.0％）、営業損失は 26 百万円（前年同期は営業損失 31
百万円）となりました。

  （注）セグメント別の業績における売上高には営業収入が含まれております。

（２）財政状態

当期末における総資産は、前期末に比較して 80億 20百万円減少し 2,225 億 41百万円まで圧縮が図られま
した。

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 41 億 19 百万円に、非資金項目と
なる減価償却費や特別損失などを調整し、107億 88百万円の収入（前年同期は 113 億 44百万円の収入）とな
りました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、店舗新設及び店舗改装による有形固定資産の取得 45 億 12 百万円
などにより、71億 62百万円の支出（前年同期は投資有価証券の売却に伴う未収債権の回収 88 億 30百万円な
どにより 7億 5百万円の支出）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済、社債の償還があった一方、社債の新規発行等

により差引 4億 50百万円の収入（前年同期は社債の償還等の支出により 144億 64百万円の支出）となりまし
た。

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年同期と比較して 40億 75 百万円増加し、168 億 25百
万円となりました。

（３）次期の見通し

今後の経済情勢を展望いたしますと、雇用・所得環境の厳しさが続く中、個人消費は引き続き低迷し、小

売業界におきましても一層の競合激化が継続するなど経営環境は予断を許さない厳しい状況が続くものと予測

されます。このような環境のもと、パルコネットワークは新たな収益事業の開発・育成による事業規模の拡大

を目指してまいります。

ディベロッパー事業におきましては、名古屋パルコは、消費行動変化への対応及び新規競合にも対応しう

る良質なショッピング環境の実現を目指した変革の年度とし、平成 16 年の 15 周年に向けた大規模改装を推進
してまいります。

専門店事業におきましては、激化する社会変化・マーケット・顧客ニーズに的確に対応し成果を上げられ

るよう、より強固な事業基盤構築を目指し、収益体質の向上を図ってまいります。

総合空間事業におきましては、同業他社との差別化を図り今後も成長していくために、新たな経営計画、

経営体制に基づく収益体質の確立及び新規事業の開発を推進してまいります。また、従来当社にて取り組んで

まいりました PM（プロパティーマネジメント）事業は、株式会社パルコスペースシステムズに移管し、両社
のノウハウを集約することにより、商業施設に関する総合的な運営委託業務を請負う新たな収益事業として育

成してまいります。

カルチャー＆ＩＴ等事業におきましては、顧客コミュニケーション機能の強化を図るべく、顧客・ PEC カ
ード企画業務を株式会社パルコ・シティに集約してまいります。

通期の見通しといたしましては、売上高は 2,940 億円（前期比 98.8％）、営業利益は 85億円（前期比 101.8％）、
経常利益は 75億円（前期比 102.3％）、当期純利益は 24億円（前期比 101.1％）を見込んでおります。
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連結貸借対照表

                                                                                  （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度末 前連結会計年度末
増　　減

                             期 別

科 目 （ 平成15年  2月28日 ） （ 平成14年  2月28日 ）
（　資産の部　）

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 １６，８３０ １２，７５６ ４，０７４

受取手形及び営業未収金 １２，２８９ １５，９７２ △３，６８３

有価証券 ４３ ６５ △２１

たな卸資産 ８，９２０ ９，６８７ △７６７

前渡金 ２４２ １５９ ８２

前払費用 ８４６ ８１９ ２７

短期貸付金 ４４ ８４ △４０

繰延税金資産 ６９３ ６２１ ７１

その他 １，８０３ １，７９９ ３

貸倒引当金 △２５ △６２ ３７

流動資産合計 ４１，６８８ ４１，９０５ △２１６

Ⅱ 固定資産

 　１ 有形固定資産 ※1

建物及び構築物 ※3 ４２，３０１ ４３，６５６ △１，３５４

機械装置及び運搬具 ２５３ ２４４ ８

器具及び備品 １，３８３ １，４１０ △２６

土地 ※3 ４１，５１０ ４１，３６４ １４５

建設仮勘定 ４７ ３９０ △３４２

有形固定資産合計 ８５，４９６ ８７，０６６ △１，５６９

 　２ 無形固定資産

営業権 － １９３ △１９３

借地権 １１，０１５ １０，９４４ ７１

連結調整勘定 ５０８ ７１１ △２０３

その他 ７１２ ８７８ △１６６

無形固定資産合計 １２，２３５ １２，７２８ △４９２

 　３ 投資その他の資産

投資有価証券 ※2 １３，００４ １５，８８４ △２，８７９

長期貸付金 ２，４３１ ２，４５１ △１９

関係会社長期貸付金 １，６４８ １，６９５ △４６

長期前払費用 １，２６０ １，３４４ △８４

差入保証金・敷金 ※3 ５８，５６２ ６１，８４３ △３，２８１

繰延税金資産 ４，２８８ ５，３８０ △１，０９２

その他 ２，５９２ １，０４６ １，５４５

貸倒引当金 △６６７ △７８３ １１５

投資その他の資産合計 ８３，１１９ ８８，８６２ △５，７４２

固定資産合計 １８０，８５２ １８８，６５６ △７，８０３

資産合計 ２２２，５４１ ２３０，５６１ △８，０２０
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連結貸借対照表

                                                                              （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度末 前連結会計年度末
増　　減

                             期 別

科 目 （ 平成15年  2月28日 ） （ 平成14年  2月28日 ）
（　負債の部　）

Ⅰ 流動負債

支払手形及び営業未払金 ２５，７２５ ２９，５３９ △３，８１３

短期借入金 ※3 ３０，１５４ ３６，５６９ △６，４１５

未払金 ２，５０５ ３，１２１ △６１５

未払法人税等 ４４６ ５４２ △９５

繰延税金負債 － １１ △１１

未払費用 １，４５６ １，７２８ △２７１

賞与引当金 １，０４３ １，１２５ △８１

返品調整引当金 １０ ９ ０

単行本在庫調整引当金 ６５ ７７ △１１

一年以内償還社債 ２，０００ １０，０００ △８，０００

その他 ３，２０４ ４，７９６ △１，５９２

流動負債合計 ６６，６１３ ８７，５２１ △２０，９０７

Ⅱ 固定負債

社債 １２，０００ ２，０００ １０，０００

 転換社債 １，３３７ ２，６７４ △１，３３７

長期借入金 ※3 ３４，６５８ ２８，５８５ ６，０７３

退職給付引当金 ９３３ ９２５ ８

役員退職慰労引当金 ６２６ ７０７ △８０

受入保証金 ４７，３７２ ５０，６６０ △３，２８７

その他 １１４ ２４２ △１２７

固定負債合計 ９７，０４２ ８５，７９４ １１，２４８

負債合計 １６３，６５６ １７３，３１６ △９，６５９

（　少数株主持分　）

少数株主持分 ３，６７４ ４，３２９ △６５５

（　資　本　の　部　）

Ⅰ 資本金 ２５，８９２ － ２５，８９２

Ⅱ 資本剰余金 ２５，３１８ － ２５，３１８

Ⅲ 利益剰余金 ５，１８９ － ５，１８９

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △５０６ － △５０６

Ⅴ 為替換算調整勘定 ２７ － ２７

Ⅵ 自己株式 ※5 △７１２ － △７１２

資本合計 ５５，２０９ － ５５，２０９

（　資　本　の　部　）

Ⅰ 資本金 － ２５，２２４ △２５，２２４

Ⅱ 資本準備金 － ２４，６４９ △２４，６４９

Ⅲ 連結剰余金 － ３，４６７ △３，４６７

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － △３９３ ３９３

Ⅴ 為替換算調整勘定 － △２０ ２０

－ ５２，９２７ △５２，９２７

Ⅵ 自己株式 － △１１ １１

資本合計 － ５２，９１６ △５２，９１６

負債、少数株主持分及び資本合計 ２２２，５４１ ２３０，５６１ △８，０２０
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連 結 損 益 計 算 書

                                                                             （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成 14年 3月 1日 (自平成 13年 3月 1日

                           期 別

科 目
至平成 15年 2月 28日) 至平成 14年 2月 28日)

増　　減

Ⅰ 売上高 ２９７，６１４ ３１０，６２４ △１３，００９

Ⅱ 売上原価 ２５１，５９７ ２６１，０３７ △９，４４０

売上総利益 ４６，０１７ ４９，５８６ △３，５６９

返品調整引当金繰入額 ０ － ０

返品調整引当金戻入額 － １３ △１３

差引売上総利益 ４６，０１６ ４９，６００ △３，５８３

Ⅲ 営業収入 １，６０５ １，３８４ ２２１

営業総利益 ４７，６２２ ５０，９８４ △３，３６１

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ３９，２７３ ４２，６５９ △３，３８５

営業利益 ８，３４８ ８，３２５ ２３

Ⅴ 営業外収益 ９３４ １，０２２ △８８

受取利息 ９０ １７６ △８６

持分法による投資利益 ２０１ １２２ ７８

雑収入 ６４３ ７２３ △８０

Ⅵ 営業外費用 １，９５４ ２，２６５ △３１０

支払利息 １，２４４ １，２１０ ３３

社債利息 １２７ ４７２ △３４５

社債発行差金償却 － ３３ △３３

社債発行費 １９８ － １９８

雑支出 ３８４ ５４８ △１６３

経常利益 ７，３２８ ７，０８２ ２４６

Ⅶ 特別利益 ９２３ １，１１１ △１８７

投資有価証券売却益 ３４２ ４５２ △１１０

貸倒引当金戻入益 ３０ １２４ △９４

買取請求和解金 － ５３３ △５３３

厚生年金基金代行部分返上益 ３８３ － ３８３

その他 １６７ － １６７

Ⅷ 特別損失 ４，１３２ ４，５０５ △３７２

固定資産売却損 ２０ ２０ ０

固定資産除却損 ２，０７３ １，３５５ ７１８

投資有価証券売却損 ７ １６ △９

投資有価証券評価損 １，５２４ １，６３３ △１０９

ゴルフ会員権評価損 － １２２ △１２２

貸倒引当金繰入額 － ５７９ △５７９

特別退職金 １８５ ４１２ △２２６

その他 ３２０ ３６６ △４５

税金等調整前当期純利益 ４，１１９ ３，６８８ ４３１

法人税､住民税及び事業税 ５９０ ５９８ △７

法人税等調整額 １，０８６ ６３９ ４４６

少数株主利益又は少数株主損失（△） ６８ △４ ７２

当期純利益 ２，３７３ ２，４５４ △８０
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連結剰余金計算書

                                                                                 （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成 14年 3月 1日 (自平成 13年 3月 1日 増　　減

                           期 別

科 目 至平成 15年 2月 28日) 至平成 14年 2月 28日)
（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ２４，６４９ － ２４，６４９

Ⅱ 資本剰余金増加高 ６６８ － ６６８

転換社債の転換による増加高 ６６８ － ６６８

Ⅲ 資本剰余金期末残高 ２５，３１８ － ２５，３１８

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 ３，４６７ － ３，４６７

Ⅱ 利益剰余金増加高 ２，３７３ － ２，３７３

当期純利益 ２，３７３ － ２，３７３

Ⅲ 利益剰余金減少高 ６５０ － ６５０

配当金 ６１０ － ６１０

役員賞与 ４０ － ４０

Ⅳ 利益剰余金期末残高 ５，１８９ － ５，１８９

Ⅰ 連結剰余金期首残高 － １，５２５ △１，５２５

Ⅱ 連結剰余金減少高 － ５１２ △５１２

配当金 － ５１１ △５１１

取締役賞与金 － ０ △０

Ⅲ 当期純利益 － ２，４５４ △２，４５４

Ⅳ 連結剰余金期末残高 － ３，４６７ △３，４６７
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連結キャッシュ・フロー計算書

         （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成 14年 3月 1日 (自平成 13年 3月 1日

                     期 別

科 目  至平成15年2月 28日)  至平成14年2月 28日)

増　　減

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,119 3,688 431

減価償却費 4,342 4,435 △93

連結調整勘定償却額 188 192 △4

社債発行差金償却 － 33 △33

社債発行費 198 － 198

貸倒引当金の増減額 △152 469 △621

賞与引当金の増減額 △62 △102 39

返品調整引当金の増減額 0 △13 14

単行本在庫調整引当金の増減額 △11 △41 29

退職給与引当金の増減額 － △103 103

退職給付引当金の増減額 35 928 △893

役員退職慰労引当金の増減額 △80 △107 26

受取利息及び受取配当金 △139 △218 79

支払利息 1,371 1,683 △311

持分法による投資利益 △201 △122 △78

固定資産売却損及び除却損 1,520 749 770

投資有価証券売却損益 △334 △436 101

投資有価証券評価損 1,524 1,633 △109

売上債権の増減額 2,771 1,903 867

たな卸資産の増減額 683 326 357

仕入債務の増減額 △3,747 △1,423 △2,323

その他の資産及び負債の増減額 381 610 △229

その他 305 △20 326

小計 12,712 14,065 △1,352

利息及び配当金の受取額 139 213 △73

利息の支払額 △1,406 △1,683 277

法人税等の支払額 △657 △1,251 593

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,788 11,344 △555

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,512 △4,865 353

有形固定資産の売却による収入 203 96 107

投資有価証券の取得による支出 △623 △1,677 1,053

投資有価証券の売却による収入 2,122 1,093 1,028

差入保証金・敷金の差入による支出 △416 △1,799 1,383

差入保証金・敷金の返還による収入 1,293 1,913 △619

受入保証金の増減額 △4,586 △3,919 △666

投資有価証券の売却に伴う未収債権の回収 － 8,830 △8,830

その他 △642 △377 △264

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,162 △705 △6,457
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  （単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成 14年 3月 1日 (自平成 13年 3月 1日

                           期 別

科 目  至平成15年2月 28日)  至平成14年2月 28日)

増　　減

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れの純増減額 △1,833 △8,899 7,066

長期借入れによる収入 19,900 15,347 4,552

長期借入金の返済による支出 △18,049 △10,286 △7,763

社債の発行による収入 11,801 － 11,801

社債の償還による支出 △10,000 △14,400 4,400

株式の発行による収入 － 4,536 △4,536

配当金の支払額 △610 △511 △98

少数株主への配当金の支払額 △28 △18 △9

その他 △730 △232 △498

財務活動によるキャッシュ・フロー 450 △14,464 14,914

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 37 △38

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 4,075 △3,787 7,862

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 12,750 16,537 △3,787

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 16,825 12,750 4,075
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

     子会社１６社をいずれも連結子会社としております。連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載しております

ので省略いたします。当連結会計年度は、１社を株式取得により連結の範囲に含め、２社を株式の売却により及び

２社を清算が終了したことにより連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

     関連会社４社はいずれも持分法を適用しております。

     主要な持分法適用会社名   BCH RETAIL INVESTMENT PTE LTD、

                              BCH OFFICE INVESTMENT PTE LTD

      持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

     連結子会社のうち、PARCO (SINGAPORE) PTE LTD 他４社の決算日は、12 月 31 日であります。連結財務諸表を作

成するにあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

    ①有価証券

      その他有価証券

        時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

        （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

        時価のないもの……移動平均法による原価法

    ②たな卸資産

      主として売価還元法による原価法

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

     ①有形固定資産  建物及び構築物（建物附属設備及び構築物は除く）

                         ……主として定額法

                     その他の有形固定資産

                         ……主として定率法

     ②無形固定資産  定額法

                     なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）

                     に基づく定額法を採用しております。

     ③長期前払費用  定額法

（３） 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

       金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による算定額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

     ②賞与引当金

       従業員に対する賞与の支払いに備えるため、主として支給見込額に基づき計上しております。

     ③退職給付引当金

       従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

       なお、会計基準変更時差異については、15 年による按分額を費用処理しております。

       数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 12

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

     　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 12 年）による定額法

により按分した額を費用処理しております。
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     ④役員退職慰労引当金

       役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、主として役員退任慰労金規程に基づく期末要支給額を計上し

　　 ております。

     ⑤返品調整引当金

       期末日以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度相当額を計上し

　   ております。

     ⑥単行本在庫調整引当金

       出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の規定による損

金算入限度相当額を計上しております。

（４） 重要なリース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５） その他連結財務諸表作成のための重要な事項

     消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

　　　　連結調整勘定は、原則として５年間で均等償却しておりますが、重要性が乏しいものについては、発生時の

　　　損益として処理しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　　　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理の金額

　　　に基づいて作成しております。

   ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。
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追 加 情 報

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

　 当連結会計年度より「企業会計基準第 1号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平成 14年 2月 21
 日 企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

（連結貸借対照表）

   当連結会計年度より「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平成 14 年
3月 26日内閣府令第 11号）附則第 2 項ただし書きに基づき、「資本準備金」は「資本剰余金」、「連結剰余金」は「利益
剰余金」として表示しております。

（連結剰余金計算書）

   当連結会計年度より「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平成 14 年
3月 26日内閣府令第 11号）附則第 2項ただし書きに基づき、以下の通り記載しております。
・資本剰余金の部及び利益剰余金の部に区分して記載しております。

・「連結剰余金期首残高」は「利益剰余金期首残高」、「連結剰余金増加高」は「利益剰余金増加高」、「連結剰余金減少高」

　は「利益剰余金減少高」、「連結剰余金期末残高」は「利益剰余金期末残高」として表示しております。

・前連結会計年度において独立掲記しておりました「当期純利益」については「利益剰余金増加高」の内訳として表示し

　ております。

（厚生年金基金の代行部分の返上）

  当社及び一部の連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、セゾングループ厚生年金基金の代行部分について、
平成 14年 4月 23日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。
  当社及び一部の連結子会社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告
第 13号）第 47－2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年
金資産を消滅したものとみなして処理しております。

  当連結会計年度末における返還相当額は、5,241 百万円であります。
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注 記 事 項
                                                                        (単位 百万円：未満切捨)

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度末 前連結会計年度末

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ５８，８９０百万円 ５７，６８７百万円

※２．関連会社に対する資産 投資有価証券（株式）

　３，６０６百万円

投資有価証券（株式）

　３，５５９百万円

※３．担保に供している資産

   建物 　３，９３６百万円

   

   

  ５，８２０百万円

   土地 　４，４４５百万円   ５，１２８百万円

   差入保証金・敷金 　　　　　－百万円           ６百万円

　上記に対応する債務

   短期借入金 　　　３７２百万円   １，４８７百万円

   長期借入金 　２，８９２百万円   ３，２８０百万円

　４．偶発債務 ― 社債の債務履行引受契

約に係る偶発債務

  ９，７００百万円

※ ５．連結会社が保有する連結財務諸表

　　　提出会社の株式の数……普通株式　１，３６８，３９６株

　　

　　　（連結キャッシュ･フロー計算書関係）

        
     　１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度 前連結会計年度

現金及び預金 １６，８３０百万円 １２，７５６百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △４８百万円 △７１百万円

有価証券         ４３百万円         ６５百万円

現金及び現金同等物の期末残高 １６，８２５百万円 １２，７５０百万円

　　　　

　　　　２．重要な非資金取引の内容

当連結会計年度 前連結会計年度

転換社債の転換による資本金増加額 ６６８百万円 １，１６３百万円

転換社債の転換による資本剰余金の増加額 ６６８百万円 １，１６３百万円

転換による転換社債減少額     １，３３７百万円     ２，３２６百万円
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リース取引関係

                                                                              (単位  百万円：未満切捨)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

                                                                    

当連結会計年度 前連結会計年度
取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

期末残高

相当額

取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

期末残高

相当額

建物及び構築物 １２８ １１７ １０ １８６ １４３ ４２

器具及び備品 ２，８８０ １，５８３ １，２９６ ３，６６７ ２，１６８ １，４９９

その他 ３６１ １６８ １９２ ４５５ １９８ ２５６

合　　　計 ３，３６９ １，８６９ １，４９９ ４，３０９ ２，５１０ １，７９８

（２）未経過リース料期末残高相当額

当連結会計年度 前連結会計年度

          １　年　内 ５２７百万円 ６８８百万円

          １　年　超 １，０１８百万円 １，１６０百万円

          合　　　計 １，５４６百万円 １，８４９百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

当連結会計年度 前連結会計年度

       支払リース料 ７６８百万円 ９５６百万円

       減価償却費相当額 ７２２百万円 ８９４百万円

       支払利息相当額 ３８百万円 ４５百万円

　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  （５）利息相当額の算定方法
        リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
        利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料
当連結会計年度 前連結会計年度

          １　年　内 ２百万円 ２百万円

          １　年　超        ４百万円        ―百万円

          合　　　計 ７百万円 ２百万円
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有価証券関係

当連結会計年度（自 平成 14年 3月 1日  至 平成 15年 2月 28日）

　　　　 １．その他有価証券で時価のあるもの
                              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  百万円：未満切捨）

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 １１ １５ ３

②債券 ２０ ２０ ０

③その他 － － －

小計 ３１ ３６ ４

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 ４，８３４ ３，９６４ △８６９

②債券 － － －

③その他 ２３ １５ △７

小計 ４，８５７ ３，９８０ △８７７

合計 ４，８８９ ４，０１６ △８７３

　　　　 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
                                                                     （単位  百万円：未満切捨）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

２，１２２ ３４２ ７

　　　　 ３．時価評価されていない有価証券
                                                                     （単位  百万円：未満切捨）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

  非上場株式 ８，９８８

  マネー・マネジメント・ファンド ４３

         ４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額
                                                                      （単位  百万円：未満切捨）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

①債券

  国債・地方債等 － － － －

  社債 － － － －

  その他 － ２０ － －

②その他

  投資信託 １０ － － －

合計 １０ ２０ － －
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前連結会計年度（自 平成 13年 3月 1日  至 平成 14年 2月 28日）

　　　　１．その他有価証券で時価のあるもの

                          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位  百万円：未満切捨）
区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①株式 １，０７０ １，１６０ ８９

②債券 ２０ ２０ ０

③その他 － － －

小計 １，０９０ １，１８０ ８９

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①株式 ４，９１０ ４，１５４ △７５５

②債券 － － －

③その他 ２３ ２０ △３

小計 ４，９３３ ４，１７５ △７５８

合計 ６，０２４ ５，３５５ △６６８

　　　　 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
                                                                      （単位  百万円：未満切捨）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

１，０９３ ４５２ １６

         ３．時価評価されていない有価証券
                                                                      （単位  百万円：未満切捨）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

  非上場株式 １０，５２８

  マネー・マネジメント・ファンド ６５

         ４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額
                                                                       （単位  百万円：未満切捨）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

①債券

  国債・地方債等 － － － －

  社債 － － － －

  その他 － ２０ － －

②その他

  投資信託 － １５ － －

合計 － ３５ － －

デリバティブ取引関係

当連結会計年度末（平成15 年 2 月 28 日現在）

  該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。

前連結会計年度末（平成14 年 2 月 28 日現在）

　当連結会計年度より「金融商品に係る会計基準」を適用し、デリバティブ取引については「ヘッジ会計」を適用してお

りますので、注記の対象から除外しております。
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退職給付関係

当連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日　至 平成 15 年 2 月 28 日）

１．採用している退職給付制度の概要

　提出会社及び主な連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

　なお、確定給付企業年金法の施行に伴い、セゾングループ厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年 4 月 23 日に厚

生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。

２．退職給付債務に関する事項（平成15 年 2 月 28 日現在）

                                                         (単位  百万円：未満切捨)

イ．退職給付債務 △８，３１７

ロ．年金資産 ３，６１１

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △４，７０６

ニ．未認識過去勤務債務 △３２２

ホ．未認識数理計算上の差異 ２，６５２

ヘ．会計基準変更時差異の未処理額 １，６２６

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △７４９

チ．前払年金費用 １８４

リ．退職給付引当金（ト－チ） △９３３

（注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　　　２．連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予定の割増退職金 184 百万円は、未払金に含めて計上しており、

退職給付引当金に含めておりません。

　　　３．厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第 13 号）第 47－2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退

職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しております。当連結会計年度末における

返還相当額は、5,241 百万円であります。

３．退職給付費用に関する事項（自 平成 14 年 3 月 1 日　至 平成 15 年 2 月 28 日）

                                                        (単位  百万円：未満切捨)

イ．勤務費用（注）１．２． １，０３９

ロ．利息費用 １６９

ハ．期待運用収益 △９１

ニ．過去勤務債務の費用処理額 △４０

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １６７

へ．会計基準変更時差異の費用処理額 １４４

ト．割増退職金 １８８

チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） １，５７８

リ．厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 △３８３

　　　　計（チ＋リ） １，１９５

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

      ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ．割引率 主として２．０％

ハ．期待運用収益率 主として２．０％

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として１２年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法によっております。）

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として１２年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年

度から費用処理することとしております。）

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 １５年
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前連結会計年度（自 平成 13 年 3 月 1 日　至 平成 14 年 2 月 28 日）

１．採用している退職給付制度の概要

　提出会社及び主な連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度

を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項（平成14 年 2 月 28 日現在）

                                                         (単位  百万円：未満切捨)

イ．退職給付債務 △１７，６９０

ロ．年金資産 １０，６０３

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △７，０８７

ニ．未認識数理計算上の差異 ２，７０１

ホ．会計基準変更時差異の未処理額 ３，５９４

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △７９１

ト．前払年金費用 １３３

チ．退職給付引当金（へ－ト） △９２５

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

      ２．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

      ３．連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予定の割増退職金５３９百万円は、未払金に含めて計上しており

退職給付引当金に含めておりません。

３．退職給付費用に関する事項（自 平成 13 年 3 月 1 日　至 平成 14 年 2 月 28 日）

                                                        (単位  百万円：未満切捨)

イ．勤務費用（注）１．２． １，０７１

ロ．利息費用 ４５１

ハ．期待運用収益 △１９５

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ２５０

ホ．割増退職金 ５３９

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） ２，１１８

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

      ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ．割引率 ３．０％

ハ．期待運用収益率 ３．０％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 主として１２年（発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理することと

しております。）

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 １５年
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税効果会計関係

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

                                                                 （単位  百万円：未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

繰延税金資産

  繰越欠損金 ２，８８５ ３，２９１

  未実現利益の控除 １，５６３ １，６５５

  役員退職慰労引当金の損金不算入 ２２４ ２５１

  賞与引当金の損金不算入 ２９０ ２１８

  未払事業税否認 ３１ ２７

  投資有価証券評価損の損金不算入 － ５３２

  ゴルフ会員権評価損の損金不算入 ８１ １０４

  退職給付引当金の損金不算入 １７８ ２２５

  その他有価証券評価差額金 ３５９ ２７５

  その他 ３１０ ４６９

  繰延税金資産小計 ５，９２５ ７，０５１

  評価性引当額 △９４３ △１，０４９

  繰延税金資産合計 ４，９８１ ６，００２

繰延税金負債
  その他 － １１

  繰延税金負債合計 － １１

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　当連結会計年度につきましては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の 100 分の 5 以下であるため記載を省略しております。

前連結会計年度

法定実効税率 ４２．１％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目           １．９

受取配当金等永久に益金に算入されない項目          △１．０

連結調整勘定償却額による影響            ２．２

持分法による投資利益          △１．４

子会社欠損金等の税効果        △１０．１

海外会社との実効税率差異          △１．３

住民税均等割等            ２．６

その他          △１．４

税効果会計適用後の法人税等の負担率          ３３．６
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セグメント情報

１. 事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成 14 年 3 月 1 日　至　平成 15 年 2 月 28 日）          (単位 百万円：未満切捨)

ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業
専門店事業

総合空間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーIT等

事業
計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高
（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高

　　　　　　

246,235

575

33,921

17,849

16,241

10,707

2,822

661

299,220

29,793

－

(29,793)

299,220

－

計 246,810 51,770 26,949 3,484 329,014 (29,793) 299,220

営業費用 239,440 51,491 26,719 3,510 321,162 (30,290) 290,872

営業利益又は営業損失(△) 7,369 279 230 △26 7,852 496 8,348

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出
資産 203,843 16,594 18,037 3,102 241,577 (19,036) 222,541

減価償却費 4,141 405 117 158 4,822 (480) 4,342

資本的支出 4,018 539 162 59 4,779 (98) 4,681

(注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

    ２．各事業区分の主要な内容

     (1)ディベロッパー事業･･･…･･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

     (2)専門店事業･･･････････…･･衣料品・雑貨等の販売、書籍の販売、ＣＤ等の販売、飲食店の経営

     (3)総合空間事業･･････………･内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナンス

   (4)カルチャー＆ＩＴ等事業…･インターネットを利用した情報提供、カルチャースクール等の経営、ホテルの経営

    ３．売上高には、営業収入が含まれております。

    ４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。

    ５．当連結会計年度より、「ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業」を「ｶﾙﾁｬｰ＆IT 等事業」として表示しております。

前連結会計年度（自　平成 13 年 3 月 1 日　至　平成 14 年 2 月 28 日）     　　 (単位 百万円：未満切捨)

ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業
専門店事業

総合空間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーｴﾝﾀﾃｲ

ﾝﾒﾝﾄ等事業
計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売上高
（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高

249,608

709

35,587

22,952

23,956

10,351

2,856

699

312,008

34,712

－

(34,712)

312,008

－

計 250,318 58,539 34,307 3,555 346,721 (34,712) 312,008

営業費用 243,430 58,001 33,856 3,587 338,875 (35,192) 303,683

営業利益又は営業損失(△) 6,888 537 450 △31 7,845 479 8,325

Ⅱ資産、減価償却費及び
　資本的支出

　資産 194,912 20,236 23,077 3,581 241,809 (11,247) 230,561

減価償却費 3,991 488 270 180 4,930 (495) 4,435

資本的支出 6,714 518 114 69 7,416 (2,131) 5,285

(注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

    ２．各事業区分の主要な内容

     (1)ディベロッパー事業･･･…･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

     (2)専門店事業･･･････････…･衣料品・雑貨等の販売、書籍の販売、ＣＤ等の販売、理美容店の経営、飲食店の経営

     (3)総合空間事業･･････………内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナンス

   (4)ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業…カルチャースクール等の経営、ホテルの経営、インターネットを利用した情報提供

    ３．売上高には、営業収入が含まれております。

　　 ４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。

　　 ５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４．会計処理基準に関する事項」及び追加情報に記載のとおり、当連

結会計年度より退職給付引当金について、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較し

て、当連結会計年度の営業費用は、ディベロッパー事業が 90 百万円、専門店事業が 280 百万円、総合空間事業が 266 百万円

それぞれ増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。また、カルチャー＆エンタテインメント等事業の営業費用は、

21 百万円増加し、営業損失は同額増加しております。
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２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日 至 平成 15 年 2 月 28 日）及び

前連結会計年度（自 平成 13 年 3 月 1 日 至 平成 14 年 2 月 28 日）

   

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、

いずれも９０％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

当連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日 至 平成 15 年 2 月 28 日）及び

前連結会計年度（自 平成 13 年 3 月 1 日 至 平成 14 年 2 月 28 日）

    海外売上高が、いずれも連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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関連当事者との取引

　当連結会計年度（自 平成 14 年 3 月 1 日　至 平成 15 年 2 月 28 日）
　　該当事項はありません。

　前連結会計年度（自 平成 13 年 3 月 1 日　至 平成 14 年 2 月 28 日）

親会社及び法人主要株主等
関係内容属性 会社等の

名称

住所 資本金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の被所有

割合
役員の

兼任等

事業上の

関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)

科目 期末残高

(百万円)

商品券

の債権

回収

76 営業

未収

金

6主要

株主

(会社

等)

(株)西武

百貨店

東京都

豊島区

8,912 百貨店

業

被所有

直接

    10.8%

間接

 0.4%

兼任 1 商品券の

利用契約

の締結

買取請

求和解

金

533 未収

金

-

販 売 の 状 況

                                                                                   (単位 百万円：未満切捨)

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度
(自平成 14 年 3 月 1 日
 至平成 15 年 2 月 28

日）

前連結会計年度
(自平成 13 年 3 月 1 日
 至平成 14 年 2 月 28

日）

増　　減

衣 料 品        

身 回 品        

雑 貨        

食 品        

飲 食        

そ の 他        

106,019

32,091

42,566

10,749

13,531

41,852

107,814

34,131

43,248

11,075

12,963

41,083

△1,795

　　　　　　△2,040

　　　　　　　△681

　　　　　　　△326

567

768

ディベロッパー事業

計 246,810 250,318 △3,508

専門店事業計 51,770 58,539 △6,768

総合空間事業計 26,949 34,307 △7,358

カルチャー＆ＩＴ等事業計 3,484 3,555 △71

計 329,014 346,721 △17,706

消　　去 (29,793) (34,712) 4,918

合　　計 299,220 312,008 △12,787

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　２．当連結会計年度より、「カルチャー＆エンタテインメント等事業」を「カルチャー＆ＩＴ等事業」として

　　　表示しております。


